
総務委員会 

令和 6年 7月 22 日 

財務部財政課・税務総務課 

令和 5年度 浜松市一般会計・特別会計決算（速報値）について 

１ 歳入、歳出決算見込額

○ 一般・特別会計の合計では、前年度に比べて歳入 264億円の増、歳出 287 億円の増。 

○ 一般会計の歳入では、繰入金、国庫支出金の増などにより、282 億円の増。 

歳出では、新清掃工場整備事業の増などにより 289 億円の増。 

                                   （単位：百万円） 

区 分 
歳 入 歳 出 

5 年度 4 年度 増減 5 年度 4 年度 増減 

一 般 会 計 424,152 395,980 28,172 410,248 381,377 28,871

特 別 会 計 224,082 225,870 △ 1,788 219,785 219,946 △ 161

合 計 648,234 621,850 26,385 630,033 601,323 28,710

※表示単位未満四捨五入のため、内訳と合計や増減の計算が一致しないことがある。 

２ 令和 5年度一般会計決算の収支 

○ 歳入決算額と歳出決算額の収支差（139.0 億円）から翌年度繰越財源（63.6 億円）

を控除した実質収支は、75.4 億円（R4：92.0 億円）。 

○ 実質収支から黒字要素や赤字要素を控除した実質単年度収支は、△9.5 億円   

（R4：13.8 億円）。 

３ 財政指標からみる財政状況 

（１）経常収支比率 

財政構造の弾力性を表す経常収支比率は、経常経費の増に加え、臨時財政対策債等の

経常一般財源の減少に伴い上昇。 

（２）実質公債費比率・将来負担比率 

○ 実質公債費比率は、主に元利償還金の減により改善。 

○ 将来負担比率は、令和 4年度に引き続き充当可能財源等が将来負担額を上回る。 

項  目 5 年度 4 年度 増 減 早期健全化基準 

経常収支比率 91.2% 90.1% 1.1 ﾎﾟｲﾝﾄ  

実質公債費比率 3.8% 4.4% △0.6 ﾎﾟｲﾝﾄ  25.0% 

将来負担比率 
- 

（△32.6%） 

- 

（△43.4%） 

- 

（10.8 ﾎﾟｲﾝﾄ） 
400.0% 

  ※将来負担比率は、充当可能財源等が将来負担額を上回るため「-」とし、参考として（ ）内に上回

る額の比率をマイナス（△）で表示 
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平成 21年 7 月 16 日 正副議長説明用 

（３）市債残高 

○ 令和 5 年度末の市債残高は 4,349 億円となり、中期財政計画の計画値 4,410 億円に

対し、約 60 億円の減。 

○ 令和 5 年度末の市債残高 4,349 億円に対する市民一人あたりの市債残高は 553 千円

となり、中期財政計画の計画値である 560 千円以下を達成。 

区  分 5 年度末 4 年度末 増 減 

市債残高 4,349 億円 4,317 億円 32 億円 

（うち一般会計） (2,444 億円) (2,493 億円) (△48 億円) 

一人あたり市債残高 553 千円 546 千円 7 千円 

※表示単位未満四捨五入のため、内訳と合計や増減の計算が一致しないことがある。

４ 市税の状況

  ○ 市税収入は 1,524 億円となり、前年度（R4：1,506 億円）に比べ、18 億円の増。 

  ○ 個人市民税は、主に給与特別徴収の増により前年度（R4：645 億円）に比べ 18 億円

増の 663 億円。 

  ○ 法人市民税は、主に製造業の減により前年度（R4：103 億円）に比べ 12 億円減の 90

億円。 

  ○ 固定資産税は、主に家屋の新増築分の加算及び償却資産の増により、前年度（R4：

551 億円）に比べ 10 億円増の 561 億円。 

  ○ 現年分収入率は、0.05 ポイント増の 99.55％。 

                                  （単位：百万円）

区  分 5 年度 4 年度 増 減 

市民税 
個人 66,315  64,542    1,773    

法人 9,023  10,256    △1,233    

固定資産税 56,125  55,092    1,033    

その他 20,910  20,692    218  

市税 計 152,373  150,582    1,791    

現年分収入率 99.55％   99.50％  0.05pt  

累積滞納額 1,739    1,799    △60    

※表示単位未満四捨五入のため、内訳と合計や増減の計算が一致しないことがある。
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令和 5 年度 一般会計・特別会計決算

（速報値）について

浜 松 市 
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 ○表示単位未満を四捨五入しているため、内訳と合計や、伸び率等の計が一致しないこと
がある。
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１　一般会計決算の概要

(単位：千円)

比　　較
R5-R4

1 歳入総額 424,151,984 395,979,830 28,172,154

2 歳出総額 410,248,024 381,377,042 28,870,982

3 形式収支（1-2) 13,903,960 14,602,788 △ 698,828

4 翌年度繰越財源 6,360,962 5,399,528 961,434

5 実質収支(3-4) 7,542,998 9,203,260 △ 1,660,262

6 単年度収支（5-前年度5) △ 1,660,262 2,066,081 △ 3,726,343

7 積立金（財政調整基金） 5,513,279 4,316,371 1,196,908

8 繰上償還金 0 0 0

9 4,800,000 5,000,000 △ 200,000

10 △ 946,983 1,382,452 △ 2,329,435

○実質収支とは

○実質単年度収支とは

２　市税、交付税など

(単位：千円)

比　　較
R5-R4

1 市税決算額 152,373,340 150,582,086 1,791,254

2 普通交付税 33,024,732 30,608,592 2,416,140

3 特別交付税 3,140,042 3,039,158 100,884

(1)財政調整基金 14,511,349 13,798,070 713,279

(2)その他 22,273,617 36,928,952 △ 14,655,335

　合　計 36,784,966 50,727,022 △ 13,942,056

区　　　　分 R5決算見込 R4決算

基金取崩額（財政調整基金）

実質単年度収支(6+7+8-9)

4
基
金
残
高

歳入決算総額から歳出決算総額を引いた額（形式収支）から翌年度に繰越すべき財源を引いた額。

単年度収支のなかには、実質的な黒字要素や赤字要素が含まれている。これらを控除した単年度収支。

区　　　　分 R5決算見込 R4決算
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３　財政指標

（１）普通会計における財政指標
比　　較
R5－R4

財政力指数（３か年平均） 0.81 0.83 △0.02 0.84

単年度 0.82 0.82 △0.01

経常収支比率 91.2% 90.1% 1.1ポイント 96.0%

臨財債等を含まない　※1 95.1% 96.3% △1.2ポイント 100.9%

※1　臨時財政対策債及び減収補てん債を経常一般財源等から除いた場合の経常収支比率

※2　R4決算政令市平均は20都市の単純平均

  財政力指数　（基準財政収入額を基準財政需要額で除した数値、過去3か年平均）

  経常収支比率

（２）財政健全化法における指標
比　　較
R5－R4

実質赤字比率 黒字 黒字 -

連結実質赤字比率 黒字 黒字 -

実質公債費比率　※1 3.8% 4.4% △0.6ポイント 7.0%

- - -

（△32.6%） （△43.4%） （10.8ポイント）

※1　実質公債費比率における類似政令市8都市の加重平均は、R4年度決算で6.2%

※2　将来負担比率は、充当可能財源等が将来負担額を上回るため「-」とし、参考として（ ）内に上回る

　　 額の比率をマイナス（△）で表示

※3　R4決算政令市平均は20都市の単純平均

  将来負担比率

（義務的経費などの経常経費に経常一般財源がどの程度充当されているかにより財政構造の弾力性を示す
指標）

区　　　　分 R5決算見込 R4決算
R4決算

政令市平均※2

　固定資産税及び地方消費税交付金の増などによる基準財政収入額の増を、臨時財政対策債発
行可能額の減や社会福祉費、高齢者福祉費など個別算定経費の増による基準財政需要額の増
が上回ったことに伴い、3か年平均財政力指数は、前年比△0.02

　保育児童数、障害者自立支援給付件数及び子ども医療費助成件数の増に伴う扶助費等、経常
経費の増に加え、市税や地方交付税の増を臨時財政対策債の減が上回ったことにより経常一般
財源が減少したため、経常収支比率が上昇。

区　　　　分 R5決算見込 R4決算
R4決算

政令市平均※3

（一般会計等の借入金（地方債）や将来支払っていく可能性のある負債等の標準財政規模を基本とした額に
対する比率。将来財政を圧迫する可能性を示すもの。）

　引き続き算定されていない。
　※分子となる充当可能財源等の減、分母における標準財政規模の増により参考値は対前年度
　　10.8ポイントの増。

将来負担比率　※2 71.1%

  実質公債費比率 
（一般会計等が負担する元利償還金及び凖元利償還金の標準財政規模を基本とした額に対する比率。資金
繰りの危険度を示すもの。）

　 主に元利償還金の減により分子が減となり、比率が改善。

-2-(6)



（３）市債残高

○会計別市債残高 (単位：千円)

プライマリーバランス R5年度末残高

元金償還B 借入C D=B-C A-D

一般会計 249,257,807 39,238,531 34,399,400 4,839,131 244,418,676

特別会計 1,561,444 118,355 1,000 117,355 1,444,089

企業会計 180,930,369 15,382,021 23,531,600 △ 8,149,579 189,079,948

431,749,620 54,738,907 57,932,000 △ 3,193,093 434,942,713

546 - - - 553

※各残高は、満期時に一括して償還する市場公募債の償還準備のために行う減債基金への

　 積立金を償還したものとみなしている。

区　　　　分
R4年度
末残高A

R5年度決算見込

合　　計

一人あたり残高

・R5年度末の市債残高は4,349億円となり、中期財政計画の計画値4,410億円に対し、
　約60億円の減。

・R5年度末市債残高4,349億円に対する市民一人あたりの残高は553千円となり、中期
　財政計画の計画値である560千円以下を達成。

・臨時財政対策債が54億円の減の一方、災害復旧事業による借入額11億円の増や浜松
　医療センター新病院整備事業による企業会計の借入額72億円の増により、市債残高
　は約32億円の増。

-3- (7)



４　会計別歳入歳出決算見込額調

(歳入歳出決算額の前年度比較) (単位：百万円）

R5 R4 増減額 R5 R4 増減額 R5 R4

決算見込
(A)

決算額
(B)

(A)-(B)
決算見込
(C)

決算額
(D)

(C)-(D) (A)-(C) (B)-(D)

2
国民健康保険事業特
別会計

74,932 77,354 △ 2,422 72,711 74,343 △ 1,632 2,221 3,011

3
母子父子寡婦福祉資
金貸付事業特別会計

325 321 3 119 134 △ 15 206 187

4
介護保険事業特別会
計

72,071 70,898 1,173 71,045 69,002 2,042 1,026 1,896

5
後期高齢者医療事業
特別会計

11,545 11,026 519 11,497 10,988 509 48 38

6
と畜場・市場事業特
別会計

317 341 △ 24 317 341 △ 24 0 0

7
農業集落排水事業特
別会計

188 170 18 187 170 16 2 0

8
中央卸売市場事業特
別会計

665 824 △ 158 643 792 △ 149 23 32

9 育英事業特別会計 69 70 △ 2 66 61 5 3 10

10
学童等災害共済事業
特別会計

5 5 0 3 4 0 2 2

11
小型自動車競走事業
特別会計

18,498 18,041 457 17,755 17,307 448 742 734

12 駐車場事業特別会計 394 424 △ 29 369 409 △ 40 25 14

13 公債管理特別会計 45,074 46,395 △ 1,321 45,074 46,395 △ 1,321 0 0

224,082 225,870 △ 1,788 219,785 219,946 △ 161 4,297 5,924

630,033

会　計　名

歳　　入 歳　　出 歳入 - 歳出

1 一  般　会　計 424,152 395,980 28,172 410,248

特別会計 計

総　合　計 648,234 621,850 26,385 601,323 28,710 18,201 20,527

381,377 28,871 13,904 14,603
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〈歳入〉 (単位:千円）

1 市税 152,373,340 150,582,086 1,791,254

2 地方譲与税 3,708,089 3,680,467 27,622

3 利子割交付金 53,209 62,489 △ 9,280

4 配当割交付金 823,650 697,453 126,197

5 株式等譲渡所得割交付金 1,332,331 709,041 623,290

6 分離課税所得割交付金 144,175 152,120 △ 7,945

7 法人事業税交付金 2,131,700 2,217,396 △ 85,696

8 地方消費税交付金 20,278,520 20,331,795 △ 53,275

9 ｺﾞﾙﾌ場利用税交付金 85,406 89,890 △ 4,484

10 環境性能割交付金 706,642 617,496 89,146

11 軽油引取税交付金 6,244,781 5,754,349 490,432

12 国有提供施設等所在市町村助成交付金 334,123 342,277 △ 8,154

13 地方特例交付金 1,368,795 1,374,171 △ 5,376

14 地方交付税 36,164,774 33,647,750 2,517,024

15 交通安全対策特別交付金 345,877 394,593 △ 48,716

16 分担金負担金 719,936 762,211 △ 42,275

17 使用料手数料 4,044,238 4,206,645 △ 162,407

18 国庫支出金 90,595,277 82,774,438 7,820,839

19 県支出金 21,766,605 20,132,122 1,634,483

20 財産収入 790,612 574,764 215,848

21 寄附金 3,670,933 2,540,497 1,130,436

22 繰入金 22,147,520 8,683,480 13,464,040

23 繰越金 14,602,788 11,177,211 3,425,577

24 諸収入 10,269,700 10,068,789 200,911

25 市債 29,399,400 34,406,300 △ 5,006,900

26 自動車取得税交付金 49,563 0 49,563

〈歳出〉

1 議会費 919,946 905,931 14,015

2 総務費 42,048,938 41,252,083 796,855

3 民生費 125,733,072 121,125,710 4,607,362

4 衛生費 56,685,224 37,478,571 19,206,653

5 労働費 425,426 460,211 △ 34,785

6 農林水産業費 6,415,027 5,386,620 1,028,407

7 商工費 11,739,695 10,901,322 838,373

8 土木費 47,337,877 49,694,508 △ 2,356,631

9 消防費 12,979,657 11,346,990 1,632,667

10 教育費 63,658,075 63,681,064 △ 22,989

11 災害復旧費 7,231,526 3,749,351 3,482,175

12 公債費 35,073,561 35,394,681 △ 321,120

13 予備費 0 0 0

13,903,960 14,602,788 △ 698,828

５　一般会計決算額　前年度との比較

  款
R5

決算見込
Ａ

R4
決算
Ｂ

歳入歳出差引

計 424,151,984

  款
R5

決算見込
Ａ

395,979,830 28,172,154

比較
Ａ - Ｂ

計 410,248,024 381,377,042 28,870,982

R4
決算
Ｂ

比較
Ａ - Ｂ
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６ 市税の収入状況 

                               (単位:百万円、%) 

対予算
増減額 伸び率 増減額

② ③ ③-① （③- ）/ ③-②

個人 64,542 66,155 66,315 1,773 2.7 160

法人 10,256 8,644 9,023 △ 1,233 △ 12.0 379

固定資産税 55,092 55,890 56,125 1,033 1.9 235

軽自動車税 2,644 2,688 2,702 58 2.2 14

市たばこ税 4,923 4,920 4,944 21 0.4 24

事業所税 5,476 5,503 5,538 62 1.1 35

都市計画税 7,550 7,610 7,632 82 1.1 22

入湯税・鉱産税 99 90 94 △ 5 △ 5.1 4

150,582 151,500 152,373 1,791 1.2 873計

R4決算額 R5最終予算 R5決算額
対前年度決算

市
民
税

７ 収入率及び滞納繰越額の状況 
【令和 5年度収入率】                     (単位:百万円、%) 

R5調定額 R5収入額 R5収入率 R4収入率 収入率増減

② ②/ ＝③ ④ ③-④

個人 66,350 65,873 99.28 99.22 0.06

法人 8,990 9,008 100.21 100.04 0.17

固定資産税 56,131 55,949 99.68 99.63 0.05

軽自動車税 2,705 2,689 99.39 99.36 0.03

市たばこ税 4,944 4,944 100.00 100.00 0.00

事業所税 5,538 5,532 99.89 99.89 0.00

都市計画税 7,633 7,608 99.67 99.63 0.04

98 94 95.36 100.00 △ 4.64

152,389 151,696 99.55 99.50 0.05

1,804 677 37.51 37.24 0.27

154,193 152,373 98.82 98.71 0.11

入湯税・鉱産税

合　計

 滞納繰越分

 現年課税分　計

市民税

※収入率は、円単位で計算した。 

【滞納繰越額】                     (単位:百万円) 

 R5 R4 R5－R4 

① 前年度末の滞納繰越額 1,799 1,954 △155

② ①のうち、収入額 677 724 △47

③ 執行停止額 110 190 △80

④ 時効額 29 29 0

⑤ 調整額（調定減等） 7 △9 16

⑥ 新規滞納額 749 797 △48

⑦ 年度末滞納繰越額 

 ①-②-③-④+⑤+⑥ 
1,739 1,799 △60

⑧ 滞納繰越額の増減 ⑦-① △60 △155 95
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